
 
 

 

 

 

 

 

 

半田市新総合体育館等備・運営事業 

実施方針（案） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１０月 

半田市 スポーツ課 



 
 

半田市（以下「本市」という。）は、半田本市総合体育館等整備・運営事業（以下「本事業」という。）につ

いて、令和７年度に「半田市新総合体育館基本計画」を策定し、事業手法については新総合体育館等の

設計・建設、維持管理運営及び半田ぴよログスポーツパーク（以下「半田運動公園」という。）内の維持管

理運営を一括で発注する DBO 方式を採用することとした。 

本事業においては、民間の資金、経営能力及び技術的能力の活用を図るため、民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成 11 年法律第 117 号。以下「PFI 法」という。）

に準ずるフローで実施することを予定している。  

本事業を実施する民間事業者の選定を行うにあたって、実施方針（案）を定めたので、これを公表す

る。 
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1. 事業内容に関する事項  

（1）事業名称 

半田市新総合体育館等整備・運営事業 

 

（2）事業に供される公共施設の種類 

新総合体育館等 

 

（3）公共施設の管理者の名称 

半田市長 久世 孝宏 

 

（4）事業の目的 

現総合体育館は、昭和 60 年 11 月に地域文化広場を構成する半田市施設として、空の科学館との複合

施設として建設され、多くの市民に親しまれている。 

一方で、規模の不足や機能面での不便が指摘されるなど、市民・利用者や競技団体のニーズを満たせて

いない。このような状況の中、半田市スポーツ協会から新体育館建設についての要望が提出され、新たな

総合体育館の整備を進める必要性が高まってきた。 

そのため、本市では、現総合体育館や本市を取り巻く現状と課題を整理・分析し、市民や関係団体からの

意見聴取を行いながら、基本コンセプト、基本方針、施設規模の考え方、整備候補地を整理した「半田市新

総合体育館基本構想」（以下「基本構想」という。）を令和７年３月に策定し、より具体的な施設の運営方針や

民間活力の導入、適切な施設機能や規模等をとりまとめた「半田市新総合体育館基本計画」（以下「基本計

画」という。）を令和８年３月に策定した。 

本事業は、基本構想及び基本計画で定めたコンセプト等を達成できる新総合体育館の整備に加え、体育

館単体としてだけでなく、半田運動公園全体として効果的かつ効率的にサービスを提供し、施設価値を高

められる維持管理・運営を行うことを目的とする。 

 

（5）対象施設 

本事業の対象施設は、施設整備が必要な新総合体育館、新総合体育館外構設備（以下「新総合体育館等」

という。）及び新総合体育館等とともに運営・維持管理が必要な半田運動公園内にある施設（以下「既存公

園施設」という。）から構成されるものとする。（総合体育館等と既存公園施設を総称して以下「本施設」と

いう。） 

詳細は募集要項と同時に公表予定の要求水準書に定めるとおり。 
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① 総合体育館等 
総合体育館等は、以下の施設から構成されるものとする。 

(ア) 新総合体育館 

(イ) 新総合体育館外構設備 

 

〈新総合体育館等の分類及び施設名〉 

分   類 施      設      名 

新総合体育館 ・体育館  

新総合体育館外構設備 

・駐車場 

 

 

・汚水処理施設(新

総合体育館専用) 

・仮称：第１駐車場（改修第１駐車場） 

・仮称：第２駐車場（新規正面ゲート） 

・仮称：職員駐車場 

 

② 既存公園施設 
既存公園施設は、以下の施設から構成されるものとする。 

(ア) 管理施設 

(イ) 運動施設 

(ウ) 休養遊戯施設 

(エ) 広場等 

(オ) 便益施設 

(カ) その他 

〈既存公園施設の分類及び施設名〉 

分   類 施      設      名 

管 理 施 設 
・管理事務所（陸上競技場内） 

・デイキャンプ場管理棟 

・クラブハウス（テニスコート） 

運 動 施 設 

・陸上競技場 

・トレーニングルーム 

 （管理事務所内） 

・バスケットボールコーナー 

・ジョギングコース 

・多目的グラウンド 

・テニスコート 

・スケートボードコーナー 

 

休 養 遊 戯 施 設 
・ちびっこ広場（遊具含む） 

・野外ステージ 

・デイキャンプ場（遊具含む） 

 

広 場 等 

・芝生広場 

・ふれあい広場 

・くつろぎ広場 

・花ノ木園 

・さつき園 

・牡丹園 

便 益 施 設 
・駐車場 

・屋外トイレ 

・駐輪場 

・その他付属施設 

そ の 他 

・大池古窯 

・公園内の植栽・樹木等 

・池田大池 

・給水インフラ設備（既存受水槽およ

び本事業で増設・新設する関連設備） 

・汚水インフラ設備（汚水処理場） 
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（6）対象業務 

本事業を実施する選定事業者（以下「事業者」という。）は、以下の業務を実施するものとする。 

① 統括管理業務 

② 施設整備業務 

③ 本施設の運営準備業務 

④ 本施設の運営業務 

⑤ 本施設の維持管理業務 

⑥ 自主提案事業 

 

（7）事業外の業務等 

以下の業務については、本事業の対象外とする。 

① 既存公園施設の修繕業務（小修繕を除く） 

② 既存公園施設の更新業務 

 

（8）事業方式 

事業者が、総合体育館等の設計・建設業務及び工事監理業務（以下「設計・建設業務」という。）を行った

後、総合体育館等と既存公園施設を一体的に維持管理業務及び運営業務（以下「維持管理・運営業務」と

いう。）等を行う DBO 方式とする。 
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（9）事業期間 

本事業の事業期間は、令和 10 年 4 月 1 日から令和 28 年 3 月 31 日までとし、その内訳は以下のと

おりとする。 

〈事業期間〉 

設計・建設業務 令和 10 年 4 月 1 日から令和 14 年 3 月 31 日まで 

維持管理・運営準備業務 令和 13 年 10 月 1 日から令和 14 年 3 月 31 日まで 

維持管理・運営業務 令和 14 年 4 月 1 日から令和 28 年 3 月 31 日まで 

 

（10）公の施設の設置及び管理等について 

① 設置及び管理に関する条例 
本施設は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条第１項の規定による公の施設として整

備するため、その設置及び管理に関する事項は、別途条例で定める。 

 

② 指定管理者の指定 
本施設の維持管理・運営業務においては、事業者を地方自治法第 244 条の２第３項の規定による指

定管理者として指定することを予定している。 

 

（11）事業者の収入  

① 設計・建設業務に係る対価 
設計・建設業務及び施設整備期間中の統括管理業務に係る対価は、事業契約書においてあらかじめ定

める額とし、出来高に応じて本市が事業者に支払う。 

 

② 維持管理・運営業務等に係る対価 
運営対象施設の維持管理・運営準備業務及び維持管理・運営業務、維持管理・運営期間中の統括管理業

務に係る対価は、事業契約書においてあらかじめ定める額とし、維持管理・運営準備業務及び維持管理・

運営業務の期間にわたり本市が事業者に支払う。 

 

③ 本施設の利用料金 
事業者は、条例で定める額の範囲内において、本施設の利用料金を自らの収入とする。 

 

④ 本施設の光熱水費 
維持管理・運営準備業務及び維持管理・運営業務に係る光熱水費は、本市が負担する。なお、本事業は、

環境負荷低減に寄与する事業とすること。可能な限り光熱水費の削減を図るよう、業務を実施すること。 
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（12）物価上昇の影響への対応（物価スライド）に関する事項 

物価変動への対応については、長期契約に伴うリスク分担の観点から、対価の改定を本市と事業者で協

議のうえ行う方針とする。 

改定の基準となる指標や改定方法等の詳細は、後日提示する契約条件等において定める。 

 

（13）事業者との契約等 

本市は、本事業について事業者に本事業の統括管理、設計・建設及び維持管理・運営等を一括で発注す

るために、基本契約を締結する。 

本市は、基本契約に基づき、事業者のうち、統括管理業務を担当する者（以下「統括管理企業」とい

う。）、新総合体育館等の設計業務を担当する者（以下「設計企業」という。）、工事監理業務を担当する者

（以下「工事監理企業」という。）及び新総合体育館等の建設業務を担当する者（以下「建設企業」という。）

と本事業に係る設計施工一括契約 （以下「設計施工一括契約」という。）を締結する。 

本市は、基本契約に基づき、事業者のうち、統括管理企業、本施設の維持管理業務を担当する者（以下

「維持管理企業」という。）及び本施設の運営業務を担当する者 （以下「運営企業」という。）と指定管理者

に関する基本協定（以下「指定管理者基本協定」という。）を締結する。 

下記、3 つの契約等を総称して「特定事業契約」という。 

① 基本契約（優先交渉権者決定後、基本契約締結に向け、基本協定を締結する。） 

② 設計施工一括契約 

③ 指定管理者基本協定 

〈本事業における特定事業契約〉 
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計
施
工

一
括
契
約 

基本協定、基本契約 

指定管理者 

指
定
管
理
者

基
本
協
定 

応
募
者
の
構
成 



6 

（14）本事業の実施に当たり遵守すべき法規制・適用基準等 

事業を実施するに当たり、事業者は関連する最新版の各種法令（施行令及び施行規則等含む。）、条例、

規則、要綱等を遵守すること。また、各種基準・指針等についても本業務の要求水準に照らし、準備するこ

と。なお、以下に本事業に関する主な関係法令等を示す。 

 

① 適用法令 
○ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

○ 社会教育法（昭和 24 年法律第 207 号） 

○ 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号） 

○ 都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号） 

○ 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号） 

○ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号） 

○ 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号） 

○ 消防法（昭和 23 年法律第 186 号） 

○ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年法律第 91 号） 

○ 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号） 

○ スポーツ基本法（平成 23 年法律第 78 号） 

○ 道路法（昭和 27 年法律第 180 号） 

○ 駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号） 

○ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和 45 年法律第 20 号） 

○ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号） 

○ 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号） 

○ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律 

（昭和 47 年法律第 113 号） 

○ 下水道法（昭和 33 年法律第 79 号） 

○ 浄化槽法（昭和 58 年法律第 43 号） 

○ 水道法（昭和 32 年法律第 177 号） 

○ 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号） 

○ 水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

○ 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号） 

○ 大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号） 

○ フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（平成 13 年法律第 64 号） 

○ 騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 

○ 振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号） 

○ 景観法（平成 16 年法律第 110 号） 

○ 警備業法（昭和 47 年法律第 117 号） 

○ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号） 

○ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号） 

○ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号） 

○ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53 号） 
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○ 資源の有効な利用の促進に関する法律（平成 3 年法律第 48 号） 

○ 地球温暖化対策の推進に関する法律（平成 10 年法律第 117 号） 

○ 公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律（平成 22 年法律第 36 号） 

○ 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

○ 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号） 

 

② 適用条例等 
○ 建築基準法施行細則（昭和 46 年愛知県規則第 55 号） 

○ 愛知県建築基準条例（昭和 39 年愛知県条例第 49 号） 

○ 愛知県地震防災推進条例（平成 16 年愛知県条例第 2 号） 

○ 県民の生活環境の保全等に関する条例（平成 15 年愛知県条例第 7 号） 

○ 人にやさしい街づくりの推進に関する条例（平成 6 年愛知県条例第 33 号） 

○ 愛知県環境基本条例（平成 7 年愛知県条例第 1 号） 

〇 愛知県地球温暖化対策推進条例（平成 30 年愛知県条例第 45 号） 

〇 半田市使用料条例（昭和３９年半田市条例第 1 号） 

○ 半田市建築基準法施行細則（昭和 58 年半田市規則第 6 号） 

○ 半田市ふるさと景観条例（平成 22 年半田市条例第 22 号） 

○ 半田市都市公園条例（昭和 55 年半田市条例第 27 号） 

○ 半田市都市公園条例施行規則（昭和 55 年半田市規則第 17 号） 

○ 愛知県屋外広告物条例（昭和 39 年愛知県条例第 56 号） 

○ 半田市廃棄物の減量及び処理に関する条例（平成 5 年半田市条例第 27 号） 

○ 半田市下水道条例（平成 2 年半田市条例第 32 号） 

○ 個人情報の保護に関する法律施行条例（令和 4 年愛知県条例第 51 号） 

○ 半田市情報公開条例（昭和 61 年半田市条例第 6 号） 

 

③ 適用要綱・各種基準等 
○ 建築設計基準及び同解説（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

○ 2015 年版建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省住宅局建築指導課） 

○ 建築設備計画基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

○ 建築設備設計基準（国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修） 

○ 公共建築工事標準仕様書【建築工事編】（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修） 

○ 公共建築工事標準仕様書【電気設備工事編】（ 〃 ） 

○ 公共建築工事標準仕様書【機械設備工事編】（ 〃 ） 

○ 公共建築改修工事標準仕様書【建築工事編】（ 〃 ） 

○ 公共建築改修工事標準仕様書【電気設備工事編】（ 〃 ） 

○ 公共建築改修工事標準仕様書【機械設備工事編】（ 〃 ） 

○ 建築工事監理指針（ 〃 ） 

○ 電気設備工事監理指針（ 〃 ） 

○ 機械設備工事監理指針（ 〃 ） 

○ 建築工事設計図書作成基準（ 〃 ） 



8 

○ 建築工事標準詳細図（ 〃 ） 

○ 公共工事積算基準（ 〃 ） 

○ 公共工事積算基準の解説（ 〃 ） 

○ 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編）（ 〃 ） 

○ 公共建築設備工事標準図（機械設備工事編）（ 〃 ） 

○ 公共建築工事積算基準（ 〃 ） 

○ 公共建築数量積算基準（ 〃 ） 

○ 公共建築設備数量積算基準（ 〃 ） 

○ 建築保全業務共通仕様書（ 〃 ） 

○ 建築保全業務積算基準（ 〃 ） 

○ 建築物解体工事共通仕様書（ 〃 ） 

○ 官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（ 〃 ） 

○ 官庁施設の基本的性能基準及び同解説（ 〃 ） 

○ 官庁施設の基本的性能に関する技術基準及び同解説（ 〃 ） 

○ 構内舗装・排水設計基準（ 〃 ） 

○ 都市公園技術標準解説書（国土交通省都市局公園緑地・景観課 監修） 

○ 都市公園の移動等円滑化整備ガイドライン改訂版（平成 24 年国土交通省） 

○ 官庁施設の総合耐震計画基準及び同解説（建設大臣官房官庁営繕部 監修） 

○ 体育館等の天井の耐震設計ガイドライン（一般財団法人日本建築センター） 

○ 建築数量積算基準の解説（建築工事建築数量積算研究会制定） 

○ 土木工事標準仕様書（愛知県監修） 

○ 土木工事標準仕様書【追録】水道工事編（愛知県） 

○ 愛知県建築基準法関係例規集（構造規定） 

○ 半田市宅地開発等に関する指導要綱 

○ 半田市都市計画法に基づく開発行為等の許可の基準に関する条例 

○ 半田市建築物等における木材の利用の促進に関する方針 

○ 愛知県開発許可技術基準 

○ 建設副産物適正処理推進要綱（国土交通省） 

○ 防犯カメラの設置及び運用に関するガイドライン（愛知県） 

○ 社会体育施設の再開に向けた感染拡大予防ガイドライン（令和２年９月 29 日改訂）スポーツ庁 

○ その他関連する建築学会等の基準・指針 

○ その他愛知県及び半田市が定める基準、指針等 
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（15）本事業の実施に当たり配慮を求める事項 

① 事業者は、基本構想及び基本計画を踏まえ、新総合体育館のコンセプトを実現できるよう十分に配

慮した設計・建設、維持管理・運営を行うこと。 

② 事業者は、地域のスポーツ団体と連携し、地域のスポーツ振興に貢献するとともに、市主催のスポー

ツ大会（半田祭）の開催に対して配慮・協力すること。 

③ 事業者は、現在の指定管理者が実施してきた市民に対するスポーツ振興事業をより一層発展させて

いくとともに、現在の指定管理者が培った市民や市内外の利用団体等との信頼関係を損なうことが

ないよう十分に配慮した事業運営を行うこと。 

④ 事業者は、本事業を推進するにあたり、必要な資器材・飲食物・消耗品等を市内の民間事業者から調

達するなど、地域経済の振興に配慮すること。 
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2. 民間事業者の募集及び選定に関する事項 

2.１． 民間事業者の募集及び選定方法 

本事業は、各業務の実施を通じて、民間事業者の独自のノウハウや創意工夫を発揮し、効率的かつ効果

的にサービスを提供し、安定的・継続的な事業推進を求めるものであり、民間事業者の幅広い事業能力を

総合的に評価することが必要である。したがって、本市は、競争性の担保及び透明性の確保に配慮した上

で、公募型プロポーザル方式により優先交渉権者を選定するものとする。 

 

2.２． 民間事業者の募集・選定スケジュール 

民間事業者の募集・選定に当たってのスケジュールは、下表のとおりとする。 

 

〈募集・選定スケジュール〉 

日 付 内 容 

令和８年 10 月 30 日（金） 実施方針（案）等の公表 

令和８年 11 月 11 日（水）～11

月 13 日（金） 
直接対話の実施 

令和９年５月中旬 募集要項等の公表 

令和９年５月中旬 募集要項等に関する質問受付 

令和９年５月下旬 募集要項等に関する質問・意見の締切り（参加資格関係） 

令和９年６月初旬 募集要項等に関する質問・意見の締切り（参加資格関係以外） 

令和９年６月中旬 募集要項等に関する質問・意見への回答（参加資格関係） 

令和９年６月下旬 募集要項等に関する質問・意見への回答（参加資格関係以外） 

令和９年６月下旬 参加表明書及び参加資格確認書類の受付 

令和９年７月上旬 資格確認結果通知 

令和９年７月中旬 競争的対話の実施 

令和９年 10 月初旬 提案審査書類の受付 

令和９年 12 月初旬 提案審査書類の審査・プレゼンテーション 

令和９年 12 月中旬 優先交渉権者の決定 

令和 10 年 1 月 選定事業者との基本協定の締結 

令和 10 年 2 月 事業者との事業仮契約の締結 

令和 10 年 3 月 事業者との事業本契約締結 

 

2.3． 募集手続等 
（1）実施方針（案）等の公表 

実施方針（案）等に関する説明会及び質問受付・回答は予定していない。 
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（1）直接対話の実施 

本事業及び募集の趣旨について、事業者の理解促進を図るため、募集要項等の公表に先立ち、本市と

民間事業者との直接対話を実施する。なお、対話の参加申込み時点でグループを組成している場合はグ

ループでの参加が望ましく、その場合の参加手続は代表する事業者が行うこと。 

 

〈直接対話の実施概要〉 

日時・ 

場所 

令和８年 11 月 11 日（水）～11 月 13 日（金）の間で、 

午前１０時 30 分～午後５時 30 分（１時間 30 分程度） 

・場所【  半田市役所 会議室３０５  】 

参加申込期限 令和８年 11 月 6 日（金）午後５時 30 分まで 

参加申込方法 

実施方針（案）等に関する直接対話申込書（様式１）に必要事項を記

入の上、本市教育委員会事務局教育部スポーツ課まで、電子メール

でのファイル添付にて提出すること。なお、参加人数は、会場の都

合上、１社１０名までとする。 

※アドレス等は本実施方針（案）末尾の８の問合せ先に記載。 

開催方法 詳細は、本市ウェブサイトにおいて提示する。 

留意事項 

原則非公開とする。ただし、本市が必要と認めた場合、募集要項公

表時の資料に反映する場合がある。なお、優先交渉権者を選定する

際の審査に影響するものではなく、対話内容は、優先交渉権者を選

定するための提案内容を拘束するものではない。 

対面での実施を基本とするが、WEB 参加を希望する場合は、様式

１に記載すること。 

 

（2）募集要項等の公表 

募集要項等は、本市のウェブサイトで公表する。なお、説明会の開催は予定していない。 

 

（3）募集要項等に関する質問受付、回答の公表 

募集要項等については、公表後の一定期間内に質問を受け付け、その要旨及び回答を本市のウェブサイ

トで公表する。なお、質問の提出及び回答方法については、募集要項等において示す。 

 

（4）参加表明書等の受付及び資格審査結果の通知 

応募者は、募集要項等で定めるところにより参加表明に必要な書類を提出し、事前に本市の資格確認

を得なければならないものとする。資格審査の結果は、応募者に通知する。 

なお、参加表明書に関する詳細な手続及び様式は、募集要項等において示す。 

 

（5）競争的対話の実施 

本市は、資格審査を通過した者（以下「資格審査通過者」という。）に対し、対面方式での質疑応答を実施

する予定である。実施方法等の詳細については、資格審査通過者に対して個別に通知する。 
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（6）提案審査書類の受付 

資格審査通過者は、募集要項等の定めるところにより、提案審査書類を本市に提出すること。なお、提

案審査書類の提出の時期、提出の方法、提案に必要な書類の詳細等については、募集要項等で示す。 

 

（7）審査委員会の設置 

優先交渉権者の決定にあたり、本市は、有識者等から構成される審査委員会を設置する。なお、審査会

は非公開とし、応募者が、優先交渉権者決定までに委員会の委員に対し、本事業に関連した接触を行った

場合は失格とする。審査会を構成する委員については、募集要項等において公表予定とする。 

 
（8）優先交渉権者の決定 

提案審査書類を提出した者を対象に、審査委員会による提案内容のプレゼンテーション及び提案内容

に対するヒアリングを行う。本市は、審査委員会の評価結果を基に、最も評価点の高い者を優先交渉権者

として選定し、その旨を通知する。この場合において、本市は、優先交渉権者を除く者で評価点の高い者

から順に交渉権の優先順位を付け、優先交渉権者が辞退等した場合における交渉権者として、順位及びそ

の旨を通知するものとする。 

 

（9）優先交渉権者選定後の手続 

① 基本協定の締結 
本市と優先交渉権者は、本事業の円滑な遂行を果たすための基本的義務に関する事項、優先交渉権者

の本事業における役割に関する事項等を規定した基本協定を締結する。 

なお、基本協定の締結により、優先交渉権者を選定事業者として決定する。ただし、優先交渉権者との

協議の結果、基本協定の締結に至らなかった場合は、審査委員会における評価点が高い順に基本協定の

協議を行う。 

 

② 特定事業契約の締結 
本市と事業者は、特定事業契約に係る仮契約を締結し、議会の議決を経た後に本契約を締結する。 
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2.４． 応募者が備えるべき参加資格要件 

（1）応募者の構成 

① 本事業に応募できるものは、複数の企業から構成される企業グループ（以下「応募者」という。）とす

る。 

② 応募者は、統括管理業務を実施する企業（以下「統括管理企業」という。）、設計業務を実施する企業

（以下「設計企業」という。）、建設業務を実施する企業（以下「建設企業」という。）、工事監理業務を実

施する企業（以下「工事監理企業」という。）、維持管理業務を実施する企業（以下「維持管理企業」とい

う。）及び運営業務を実施する企業（以下「運営企業」という。）から構成されるものとする。 

③ 応募者を構成する企業のうち、(2)②アからカまでの複数の要件を満たす企業は、当該要件を満たす

複数の業務を実施することができる。ただし、建設企業と工事監理企業については、同一の企業が兼

ねることができないものとする。 

④ 応募者を構成する企業は、以下のとおり分類されるものとする。 

代表企業 企業グループの代表企業 

構成企業 企業グループを構成し、企業グループから直接業務を受託又は請け負う企業 

協力企業 構成企業から業務を請負い、または受託する企業 

 

⑤ 代表企業は、応募者を代表して応募手続きを行うものとする。 

 

（2）応募者の資格要件 

① 共通の要件 
応募者は、いずれの者も、以下に掲げる全ての事項を全て満たすものとする。 

(ア) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しない者であること。 

(イ) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立て又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなされていない者で

あること。ただし、会社更生法に基づく更生手続開始の決定又は民事再生法に基づく再生手続開始

の決定を受けた者は、当該申立てがなされなかった者とみなす。 

(ウ) 破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(エ) 市町村税、都道府県税及び国税（消費税及び地方消費税を含む。）の滞納がない者であること。 

(オ) 本プロポーザル実施の参加表明書の提出期限から契約締結日までのいずれの日においても、半田

市指名審査等事務取扱要綱の規定に基づく指名停止措置期間のないこと。 

(カ) 半田市暴力団排除条例（平成 23 年条例第 19 号）第 2 条第 1 号及び第 2 号に該当しないこと。 

(キ) 次に掲げる要件のいずれにも該当しない者であること。 

 役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者又は相談役、顧問その他

いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役若し

くはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者をいう。以下同じ。）が暴

力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員又

は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。以下同じ。）であると認められる者 

 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。

以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者 
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 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をも

って、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者 

 役員等が直接的又は積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 前各項目に規定するもののほか、役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認

められる者 

(ク) 本事業のアドバイザリー業務である「半田市新総合体育館等整備・運営事業者選定支援業務」の受託

者及びその協力会社である、有限責任監査法人トーマツと資本又は人事等において一定の関連のあ

る者（会社法第２条第３号又は第４号に規定する親会社・子会社の関係がある場合をいう。以下同

じ。）でないこと。 

(ケ) 審査委員会の委員が属する企業又は当該企業と資本若しくは人事等において一定の関係のある者

でないこと。 

 

② 個別の要件 

(ア) 統括管理企業 

統括管理企業は、以下の要件をいずれも満たしていることを要する。 

 募集要項等公表年度における半田市入札参加資格（建設工事、設計・測量・建設コンサルタント

等業務、物品等のいずれか）の審査登録者であること。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、延床面積 6,000 ㎡以上の屋内運動施設に係る

施設整備・維持管理運営事業（PFI（BTO）方式又は DBO 方式）の統括管理業務の実績を有す

ること。 

 応募者の代表企業であること。なお、業務内容が切り替わる時期に応じて統括管理企業及び代

表企業を交代する場合、本市に事前報告を行い、承諾を得ること。 

(イ) 設計企業 

設計企業は、以下の要件をいずれも満たしていることを要する。 

 募集要項等公表年度における半田市入札参加資格（設計・測量・建設コンサルタント等業務）の審

査登録者であること。 

 建築士法第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所として登録されていること。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、延床面積 6,000 ㎡以上の屋内運動施設に係る

基本又は実施設計業務を、元請として完了した実績を有すること。なお、応募者を構成する設計

企業のうちいずれか 1 者が当該実績を有すればよいものとする。 

(ウ) 建設企業 

建設企業は、以下の要件をいずれも満たしていることを要する。 

 募集要項等公表年度における半田市入札参加資格（建設工事）の審査登録者であること。 

 建設業法第 3 条第 1 項の規定に基づく建築一式工事に係る特定建設業の許可を受けているこ

と。 

 単体企業であり、愛知県内に本店、支店又は営業所登録を有し、当該支店又は営業所に契約締

結の権限を委任された代理人を置いている者であること。 

 審査基準日が参加表明書等の提出日前１年７か月以内、かつ最新の経営規模等評価結果通知書

の建築一式工事に係る総合評定値が、半田市内に本店、支店又は営業所登録を有する者にあっ

ては１，０００点以上、半田市を除く愛知県内に本店、支店又は営業所登録を有する者にあっては
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1,500 点以上であること。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、延床面積 6,000 ㎡以上の屋内運動施設に係る

建設工事を、元請として完了した実績を有すること。なお、応募者を構成する建設企業のうちい

ずれか 1 者が当該実績を有すればよいものとする。 

 現場代理人、主任技術者及び監理技術者（直接的かつ恒常的な雇用関係（提案審査書類の提出

日において雇用期間が 3 ヶ月以上経過していることをいう。）にある者に限る。）を専任で配置

することができること。ただし、参加表明書提出時点において、配置予定者を決定できないこと

により複数名の候補者をもって、参加表明を行うことは差支えないものとする。 

(エ) 工事監理企業 

工事監理企業は、以下の要件をいずれも満たしていることを要する。 

 募集要項等公表年度における半田市入札参加資格（建設、設計・測量・建設コンサルタント等業

務のいずれか）の審査登録者であること。 

 建築士法第 23 条の規定に基づく一級建築士事務所として登録されていること。 

(オ) 運営企業 

運営企業は、以下の要件をいずれも満たしていることを要する。 

 募集要項等公表年度における半田市入札参加資格（物品等）の審査登録者であること。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、延床面積 6,000 ㎡以上の屋内運動施設の運営

業務を継続して１年以上受託した実績を有すること。なお、応募者を構成する運営企業のうちい

ずれか 1 者が当該実績を有すればよいものとする。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、都市公園法第２条に基づく運動公園の運営業務

を継続して１年以上受託した実績を有すること。なお、応募者を構成する運営企業のうちいずれ

か 1 者が当該実績を有すればよいものとする。 

(カ) 維持管理企業 

維持管理企業は、以下の要件をいずれも満たしていることを要する。 

 募集要項等公表年度における半田市入札参加資格（物品等）の審査登録者であること。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、延床面積 6,000 ㎡以上の屋内運動施設の維持

管理業務を継続して１年以上受託した実績を有すること。なお、応募者を構成する維持管理企業

のうちいずれか 1 者が当該実績を有すればよいものとする。 

 過去 10 年（2015 年～2025 年）において、都市公園法第２条に基づく運動公園の維持管理

業務を継続して１年以上受託した実績を有すること。なお、応募者を構成する維持管理企業のう

ちいずれか 1 者が当該実績を有すればよいものとする。 

 

（3）応募に関する留意点 

① 参加表明書の提出以降において、応募者の変更は認めない。ただし、応募者を変更せざるを得ない

やむを得ない事情が生じた場合で、本市が変更を認めた場合はこの限りではない。 

② 参加資格確認基準日は、参加表明書の受付日とする。なお、参加資格確認基準日の翌日から本市に

よる優先交渉権者の選定日までの間に、応募者が参加資格を満たさなくなったと認められる場合

は、本市はその時点で当該応募者を審査の対象としない。 

③ 参加表明書の提出以降、応募者は、同時に他の応募者となることはできないものとする。 

④ 優先交渉権者は共同企業体（ＪＶ）の構成員として、以下の要件（ア）～（エ）をすべて満たす市内企業
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等から事業者４者（建築工事２者、電気工事１者、管工事１者）を選定してＪＶを組成し、本市にＪＶ協定

書を提出すること。なお、各工事の再委託にあたっては、積極的に市内の事業者の活用を検討するこ

と。 

(ア) （２）①に掲げる要件を全て満たすこと。 

(イ) 建設業法第３条第 1 項の規定に基づく当該工事※の特定建設業の許可を受けている者で、半田市

の当該事業における競争入札参加資格者であること。 

(ウ) 半田市内に本店、支店又は営業所登録を有する者で、当該支店又は営業所に契約締結の権限を委

任された代理人を置いている者であること。 

(エ) 審査基準日が基本協定締結前１年７か月以内、かつ最新の経営規模等評価結果通知書の当該工事

に係る総合評価値が８００点以上であること。 

(オ) 基本協定締結日から過去５年間に、官公庁が発注した１件当たりの契約金額が 3,500 万円以上

の当該工事について、元請として完了した実績を有していること。なお、共同企業体（ＪＶ）の構成員

としての実績については、出資比率２０％以上の工事に限るものとし、出資比率に応じて算定す

る。 

※本項における「当該工事」とは、各構成員が担当する建設工事の種類をいう。 

⑤ 上記に基づくＪＶの組成は、原則として優先交渉権の確定後〇〇日以内【募集要項公表時に改めて公

表する】に行うものとし、正当な理由なく期日までに組成されない場合は、優先交渉権の決定を取り

消すことがある。 

なお、市内企業側の事由（不当な価格要求や協議への不参加等）により、優先交渉権者の責に帰さな

い理由で期日までに組成が困難であると本市が認めた場合は、当該ＪＶ組成義務を免除し、優先交渉

権者単独（または本市が認める別の協力企業）での事業遂行を認めるものとする。 

 

（4）提出書類の取り扱い 

① 著作権 

提出書類の著作権は、原則として応募者に帰属する。ただし、本市は、広報活動等に必要な範囲におい

て、無償で使用できるものとする。 

なお、選定事業者の提出書類の著作権は、事業契約の締結により本市に使用許諾が付与されるものと

する。 

 

② 特許権等 
応募者が提出書類において、第三者が有する特許権等の権利を使用したことによって生じる責任は、応

募者が負うものとする。 

 

③ その他 
提出書類は返却しない。優先交渉権者選定後、優先交渉権者とならなかった応募者の提出書類につい

て、本市は、情報公開が必要な範囲においてその一部を公開する場合がある。 
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3. 民間事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 

3.１． リスク分担の基本的な考え方 

本事業は、最も適切にリスクを管理することのできる主体がリスクを負担することにより、事業の効率

及び効果を最大化することを目指している。事業者の担当する業務については、事業者が責任をもって遂

行し、業務に伴い発生するリスクについてはそれを適切に管理するものとする。ただし、本市が責任を負う

べき合理的な理由があるリスクについては、本市がその全て又は一部を負担するものとする。 

本市と事業者の基本的なリスク分担の考え方は、別紙２「リスク分担表」に示すとおりとする。なお、詳細

については、募集要項と同時に公表予定の事業契約書（案）において定めるものとする。 

 
３.2． 業務の要求水準 

事業者が遵守すべき業務の要求水準は、募集要項と同時に公表予定の要求水準書で定めるとおり。 

 

3.３． 事業者によるセルフモニタリング  

事業者は、本事業の実施に関し、募集要項と同時に公表予定の要求水準書に定める基準に基づく業務

の遂行状況についてセルフモニタリングを行うものとする。 

事業者は、セルフモニタリングの結果について、本市の求めに応じて随時、報告書を作成して提出する

ものとする。 

その他、セルフモニタリングの詳細については、募集要項等において示す。  

 

3.４． 市によるモニタリング 

本市は、事業者が事業契約に定められた業務を確実に遂行し、募集要項と同時に公表予定の要求水準

書に規定した要求水準を達成しているか確認するためにモニタリングを行う。モニタリングの結果、各業務

の成果が要求水準及び事業契約に定めた条件に適合しないと判断される場合には、本市は業務内容に対

する改善要求等を行うことができるものとし、事業者は必要な改善措置を講じるものとする。 

その他、モニタリングの詳細については、モニタリング基本計画書等において示す。 

  



18 

４. 公共施設等の立地、規模及び配置に関する事項 

4.１． 事業実施予定地  

① 本事業の対象敷地概要  
新総合体育館等を施設整備する対象敷地（以下「整備対象地」という。）は、半田中央インターチェンジか

ら近く広域の利用が見込め、他スポーツ施設との連携も期待できることから、「半田ぴよログスポーツパー

ク（半田運動公園）」敷地内とする。 

 

〈整備対象地の概要〉 

所在地 愛知県半田市池田町 3 丁目 1-1 

土地所有者 市有地 

敷地面積 266,594.565 ㎡（半田運動公園） 

地域・地区 本市街化調整区域、用途地域指定無し 

基準容積率 200％ 

基準建蔽率 60％ 

前面道路 半田市道宝来金山線 幅員 12.0m（北側） 

※インフラについて 
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〈半田運動公園公園概要 施設•機能一覧〉 

分類 施設名 施設概要 

運
動
施
設 

陸 上 競 技 場 

第３種陸上競技場（400m トラック（９レーン）他）、トイレ、芝生フィー

ルド（106m×69.5m）、観客席（3,060 席  

車いす 14 席）、芝観客席（約 6,000 人） 

多 目 的 グ ラ ウ ン ド グラウンド（127m×144m）、トイレ、更衣室、放送設備 

トレーニングルーム 各種トレーニング機器等 

テ ニ ス コ ー ト 

砂入り人工芝コート（８面）、練習用コート（２面）、 

観客席（1,000 席） 

クラブハウス（更衣室、ロッカー、シャワー、休憩室） 

バ ス ケ ッ ト ボ ー ル 

コ ー ナ ー 
ハーフコート（３面）、フリースローゲーム（１面） 

ス ケ ー ト ボ ー ド 

コ ー ナ ー 
スケートセクション（複数） 

ジ ョ ギ ン グ コ ー ス ジョギングコース（４種類）（0.6km、0.7km、0.8km、２km） 

子
ど
も
向
け 

施
設
・広
場
等 

ち び っ こ 広 場 大型複合遊具、小型複合遊具、滑り台、幼児向けエリア等 

デ イ キ ャ ン プ 場 
バーベキュー卓（33 卓）、持込区画（７区画）、屋内炊事場、広場 

管理棟（管理室、授乳室、トイレ等、休憩室） 

つるりんモンスター 

（ 複 合 遊 具 ） 
大型複合遊具、小型複合遊具、ちゃぷちゃぷ池、広場 

野 外 ス テ ー ジ 野外ステージ（450 ㎡）、スポットライト（８灯）、外灯（21 灯） 

広 場 等 芝生広場、ふれあい広場、くつろぎ広場、花の木園、さつき園 

大 池 古 窯 穴窯の見学施設、休憩所 

そ
の
他 

管 理 事 務 所 

（ 陸 上 競 技 場 ） 
管理事務室、会議室、ロッカー、更衣室、シャワー、トイレ、授乳室等 

駐 車 場 第１～第４駐車場（一般用 700 台・身障者用 23 台・バス用７台） 

駐 輪 場 園内８か所（合計約 450 台） 

 
〈公園案内図〉 

  



20 

4.２． 施設構成 

要求水準書に示すコンセプト等を踏まえ、新総合体育館への必要な機能・諸室等を一覧表のとおり設定

する。新総合体育館の延べ面積は、オープンスペースを除き、約９,000 ㎡を想定する。 

 

〈必要な機能•諸室等 一覧表〉 

 

機能 諸室等 備考 

競技者支援・観覧機能 

 

メインアリーナ バスケットボールコート３面分 

サブアリーナ バスケットボールコート 1 面分 

器具庫 各種器具や可動席観客席等を格納 

可動式観覧席収納庫  

観覧席 
固定式 900 席（車椅子席含む） 

可動式 500 席程度 

ランニングコース 
観覧席を周回する形で設置 

（有効幅２m を想定） 

選手用更衣室・控室  

選手用シャワー室・トイレ  

医務室  

弓道場 近的（矢射道 28m）６人立 

大会等運営機能 

会議室・事務局室 
大会等開催時のスタッフや審判の控室としても

活用 

事務室・受付 メインエントランス付近に設置 

放送室  

運営関連諸室（監視室・警備

室・応接室等） 
 

搬入出口・搬入路 荷捌き場からアリーナ等への搬入出口・搬入路 

新たに求められる多

様な機能 

コミュニティスペース  

授乳室  

キッズスペース  

トレーニングルーム・ 

リハビリテーションルーム 
 

多目的室  

共用部等 

ロビー・エントランス  

情報発信スペース  

トイレ パウダーコーナーを適宜設置 

多機能トイレ  

倉庫 運営用の倉庫 

設備・機械室  

階段  

廊下  

エレベーター  

ロッカー  
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5. 事業契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 

5．1． 協議に関する事項 

事業契約の解釈について、本市と事業者の間に疑義が生じた場合には、双方誠意をもって協議を行う

ものとする。 

協議が整わない場合は、事業契約に規定する具体的な措置に従う。 

 

5．2． 紛争の際の裁判所に関し必要な事項 

事業契約に関する紛争は、名古屋地方裁判所を第一審の専属所轄裁判所とする。  
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6. 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

6.1． 具体的事由、当事者間の措置に関する事項 

本事業の確実な履行を確保するため、事業契約において想定される事業の継続が困難となる事由をあ

らかじめ具体的に列挙し、その発生事由に応じた適切な措置を定める。 

 

6.２． 契約解除等の方法に関する事項 

本事業の継続が困難となった場合は、その発生事由ごとに事業契約の規定に従い、措置をとることとす

る。  
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7. 法制上及び税制上の措置並びに財政上及び金融上の支援に関する事項 

7.１． 法令上及び税制上の措置に関する事項 

現時点では、本事業に関する法令上及び税制上の措置等は想定していないが、新たな措置が適用可能

となった場合は、措置を行うように努める。 

 

7.2． 財政上及び金融上の支援 

事業者が事業を実施するにあたり、財政上及び金融上の支援を受けることができる可能性がある場合

は、本市は、これらの支援を事業者が受けることができるよう努めるものとする。 

 

7.3． その他支援に関する事項 

事業実施に必要な許認可等に関して、本市は必要に応じて協力を行う。 
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8. その他事業の実施に関する事項 

8.１． 議会の議決 

（1）債務負担行為の設定に関する議決 

本市は、地方自治法第 214 条の規定に基づき、本事業の実施に必要と予測される対価に係る債務負担

行為の設定に関する議案については、令和９年３月開催の市議会定例会に提出する予定である。 

（2）事業契約の締結に関する議決 

本市は、事業契約の締結に関する議案については、令和 10 年３月開催の市議会定例会に提出する予定

である。 

（3）指定管理者の指定に関する議決 

本市は、事業者を指定管理者として指定することに関する議案については、令和 10 年３月開催の市議会

定例会に提出する予定である。 

 

8.２． 応募に伴う費用負担 

本事業の応募に要する費用は、全て応募者の負担とする。 

 

8.３． 情報公開及び情報提供 

本事業は、半田市情報公開条例に基づき情報公開を行う。また、情報提供は、インターネット等を通じて行

う。 

 

8.４． 問い合わせ先 

半田市 教育委員会事務局 教育部 スポーツ課  

○住所 ：〒475-8666 半田市東洋町二丁目 1 番地 

○電話 ：0569-22-1184 

○E-mail ：sports@city.handa.lg.jp 

 

mailto:sports@city.handa.lg.jp
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別紙１ リスク分担表 

区分 リスク項目 リスク内容 
リスク分担 
市 事業者 

共
通 

公募資料等のリス

ク 

公募資料等の誤りに関するリスク 
●  

応募費用リスク 応募費用の負担に関するリスク  ● 

契約締結リスク 

市の責に帰すべき事由により事業契約が締結できないリスク ●  

事業者の責に帰すべき事由により事業契約が締結できないリ

スク 
 ● 

政策リスク 
政治上の理由ないし政策変更により、事業内容が変更又は中止

となるリスク 
●  

法令変更リスク 

本事業に直接関係する法令（税制度を除く）の変更、新設に伴う

リスク 
●  

上記以外の法令（税制度を除く）の変更、新設に伴うリスク  ● 

税制度変更リスク 

消費税の変更に関するリスク ●  

事業者の利益に課せられる税制度の変更（例：法人税率の変

更）、新設に伴うリスク 
 ● 

許認可取得・遅延リ

スク 

市の責に帰すべき事由により取得すべき許認可が取得できな

いことによるリスク 
●  

事業者の責に帰すべき事由により取得すべき許認可が取得で

きないことによるリスク 
 ● 

住民対応リスク 
事業者が行う業務に起因とする住民反対運動等リスク  ● 

上記以外に起因とする住民反対運動等リスク ●  

第三者賠償リスク 
事業者が行う業務に起因するリスク  ● 

上記以外に起因するリスク ●  

環境影響リスク 事業者が行う業務に起因する環境悪化リスク  ● 

不可抗力リスク 

天災等（設計図書で基準を定めたものにあっては、当該基準を

超えるものに限る。）で、市と事業者のいずれの責めに帰すこと

ができないリスク 

● ▲ 

物価変動リスク 
一定超の物価変動によるもの ●  

一定以下の物価変動によるもの  ● 

事業の中止・遅延リ

スク 

事業方針の変更等、市の責に帰すべき事由による事業の中止・

遅延リスク 
●  

経営悪化等による事業者の倒産等、事業者の責に帰すべき事由

による事業の中止・遅延リスク 
 ● 

債務不履行リスク 

支払債務の不履行その他の市の債務不履行による事業契約の
解除による損害  

●  

サービス水準の未達その他の事業者の債務不履行による事業
契約の解除による損害 

 ● 

凡例：●主たる負担者 ▲従たる負担者 
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区分 リスク項目 リスク内容 
リスク分担 

市 事業者 

施
設
整
備
段
階 

測量・調査リスク 
市が実施した測量・調査に起因するリスク ●  

事業者が実施した測量・調査に起因するリスク  ● 

用地リスク 市が事前に公表した資料に明示されている事業対象地の確保 ●  

埋設物リスク 

市が事前に公表した資料に明示されている事業対象地の土壌汚

染、地中障害物等に起因するリスク 
 ● 

市が事前に公表した資料からは予見できない事業対象地の土壌

汚染、地中障害物等が発見された場合のリスク 
●  

埋蔵文化財発見

リスク 

市が事前に公表した資料に明示されている埋蔵文化財等に起因

するリスク 
 ● 

市が事前に公表した資料からは予見できない埋蔵文化財等が発

見された場合のリスク 
●  

設計変更リスク 

市の指示又は市の責めに帰すべき事由による設計変更によるリ

スク 
●  

事業者の責めに帰すべき事由による設計変更によるリスク  ● 

工事着工遅延 

リスク 

市の指示、提示条件の不備、変更によるもの ●  

上記以外の要因によるもの  ● 

工事遅延リスク 

市の事由（提示条件、指示の不備や要求水準の変更等）による工

事の遅延や未完工 
●  

事業者の事由（提示条件、指示の不備や要求水準の変更等）によ

る工事の遅延や未完工 
 ● 

工事監理リスク 工事監理に関するもの  ● 

性能リスク 要求水準不適合（施工不良を含む）  ● 

開業遅延リスク 
事業者の責めに帰すべき事由による開業遅延に起因するリスク  ● 

上記以外の事由による開業遅延に起因するリスク ●  

契約不適合責任 

リスク（施設瑕疵） 

権利行使期間内に発見された契約不適合（施設の瑕疵）に関する

リスク 
 ● 

上記以外の契約不適合（施設の瑕疵）に関するリスク  ●   

凡例：●主たる負担者 ▲従たる負担者 
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区分 リスク項目 リスク内容 
リスク分担 

市 事業者 

維
持
管
理
・運
営
段
階 

施設利用者 

（需要）変動リスク  

市の施策変更（利用料金の減免制度の変更等）及び市の責めによ

る事業内容・用途・要求水準の変更等に起因する収入や業務費の

変動   

●  

上記以外の要因によるもの   ● 

施設劣化リスク  

事業者の責に帰すべき事由（適切な維持管理業務を怠ったこと

等）による施設の劣化に関するリスク   
 ● 

上記以外の事由による施設の劣化に関するリスク  ●  

施設損傷リスク  

事業者の責に帰すべき事由による施設の損傷に関するリスク   ● 

上記以外の事由による施設の損傷に関するリスク 

（通常予見の不可能な範囲、保険等の措置によりカバーされる損

害の範囲を超えるもの）   

● ▲ 

技術革新リスク  事業者提案による技術革新にともなう施設・設備の陳腐化リスク   ● 

維持管理費変動 

リスク  

市の責めによる事業内容・用途の変更等に起因する維持管理費

の増大及び維持管理費の減少   
●  

上記以外の要因による維持管理費の増大 

（物価変動によるものは除く）  
 ● 

光熱水費リスク  物価変動以外の要因による光熱水費の変動  ●  

セキュリティ・盗

難リスク  

事業者の責めによるセキュリティ不備や盗難に伴うもの   ● 

市の責めによるセキュリティ不備や盗難に伴うもの  ●  

凡例：●主たる負担者 ▲従たる負担者 
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様式１ 実施方針に関する直接対話 参加申込書及び個別対話の議題 
 

令和  年  月  日 

実施方針に関する直接対話 参加申込書及び個別対話の議題 

 

 

「半田市新総合体育館等備・運営事業」に係る実施方針（案）に関する直接対話の参加を申し込みます。  

 

企 業 名  

業  種 統括管理 ・ 設計 ・ 建設 ・ 工事監理 ・ 維持管理 ・ 運営 

開催内容 

11 月 11 日（水）～11 月 13 日（金）の間で、午前１０時 30 分～午後５時 30 分（１

時間 30 分程度） 

・場所【 半田市役所 会議室３０５ 】 

参 加 者 

所属／氏名 

 

 

 

 

 

※１ 企業当たり、参加希望人数は各 10 名までとしてください。 

※２ WEB 参加希望の場合、以下にチェックを入れてください。 

□Web 会議システム（teams）希望 
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参加希望日 ※ご参加可能な日程に「○」をご記入ください。 

月日 時間帯 記入欄 

11 月 11 日（水） 

10:30-12:00  

13:00-14:30  

14:30-16:00  

16:00-17:30  

11 月 12 日（木） 

10:30-12:00  

13:00-14:30  

14:30-16:00  

16:00-17:30  

11 月 1３日（金） 

10:30-12:00  

13:00-14:30  

14:30-16:00  

16:00-17:30  

 

 

（担当者連絡先） 

所 属  

氏 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号  

Ｅ－mail  
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・個別対話の議題 

 

№ 議題 資料名 
該当箇所 

（頁・項目） 
確認したい内容 趣旨・理由 

１ 
 

 

    

２ 
 

 

    

３ 
 

 

    

４ 
 

 

    

５ 
 

 

    

 

（注１）記入欄が足りない場合は、追加してください。 

（注２）個別対話を希望する議題のうち、優先度の高いものから「№」の上から順に記載してくだ

さい。 

（注３）「資料名」及び「該当箇所」の欄は、実施方針、要求水準書（案）から該当する部分を記載し

てください。 

（注４）「確認したい内容」及び「趣旨・理由」の欄は、可能な限り具体的に記載し、事前に本市が

その内容を確認できるようにしてください。 

（注５）個別対話の議題及び対話内容は原則非公開とします。なお、対話実施の結果を踏まえて、

要求水準書等の変更等が生じる場合は、本市は、その内容について参加者と協議のう

え、公表することができるものとします。 

（注６）質問票への回答や個別対話でのご意見・ご提案は、今後の検討の参考とさせていただく

ものであり、市と参加者との間で約束を取り交わすものではありません。 
 
 

 
 


